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１　基礎情報 平成29年４月１日現在

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

　　 常勤役員数 人 （うち都派遣職員 人、 都退職者 人)

　　 常勤職員数 人 （うち都派遣職員 人、 都退職者 人)

非常勤職員数 人

団体の使命

（定款第３条　目的）
東京都内において、農林水産業の担い手となる後継者の確保育成や農林水産業
の振興、森林保全整備、緑化推進事業等を行い、都市と調和する農林水産業の振
興、うるおいと活力ある都民生活の向上、感性豊かな次世代の育成に寄与すること
を目的とする。

役職員数（平成29年8月1日現在）

2 0 1

134 5177

44

765,000

その他　　　49　　　　団体

事業概要

（１）事業課各センター事業
（２）農業振興課事業
（３）地産地消・オリンピック・パラリンピック関連事業推進課事業
（４）森の事業課事業
（５）農林総合研究センター事業

※団体の統合前に都が出資（出捐）し
た分も含む

森林組合・森林組合連合会等

漁業組合・漁業組合連合会等

その他資産
バイオマスチップ製造施設建物及び構築物（東京都奥多摩町）
貯木場建物及び構築物（東京都青梅市）

等

199,450

13,500

12,000

197,530

農業協同組合・農業協同組合連合会等

都出資（出捐）額

都出資（出捐）比率 64

他の出資（出捐）
団体及び額

公益財団法人東京都農林水産振興財団

平成3年3月1日

別紙

1,187,480

団体名

設立年月日

設立後の主な沿革

基本財産

所在地

所管局 産業労働局

東京都立川市富士見町三丁目８番１号

経営情報 



その他事業 56,356 1.9% 56,356 1.9%

農林総合研究センター事業 838,594 28.9% 838,594 28.4%

1,065,274 36.7% 1,124,121 38.0%森の事業課事業

148,529 5.1% 142,315 4.8%法人会計

360,405 12.2%

112,002 3.8%112,002 3.9%地産地消・オリンピック・パラリン
ピック関連事業推進課事業

322,310 11.1% 322,964 10.9%農業振興課事業

362,305 12.5%

主要事業全体像
（平成28年度決算）

(単位：千円)

構成割合経常費用構成割合経常収益区　　分

事業全体

事業課各センター事業

2,905,370 100% 2,956,757 100%

平成28年度 決算情報 

基本財産運用益 
9,816 
 0.3% 

都補助金 
 624,653 

 21% 

都委託料 
1,381,158 

48% 

その他都財政 
 519,519 

18% 

自主事業収益 
286,146 

 10% 

その他受取補助金 
67,420 

 2% 

雑収益等 
 16,658 

 1% 

経常収益内訳（単位：千円） 

事業費 
2,814,443 

95% 

管理費 
142,314 

 5% 

経常費用内訳（単位：千円） 

人件費 
492,607 

18% 

委託費 
 905,602 

32% 

その他 
 1,416,234 

50% 

事業費内訳（単位：千円） 

人件費 
 94,913 

 67% 

委託費 
7,846 
 5% 

その他 
 39,555 

 28% 

管理費内訳（単位：千円） 

東京都 
802,720 

94% 

日本政策

金融公庫 
49,783 

 6% 

長期借入金内訳（単位：千円） 

合計 

2,905,370 

合計 

2,956,757 

合計  

2,814,443 

合計  

142,314 

合計  

852,503 



平成３年３月 

・（財）東京都農林水産業後継者育成財団と（社）東京都野菜価格安定資金協会とを発展的に解消し、本財団

を設立。 

平成３年６月 

・農地保有合理化法人に指定される。（平成２６年３月まで） 

平成６年４月 

・東京都有機農業堆肥センター事業を開始。 

平成８年４月 

・東京都青年農業者育成センターに指定される。 

平成10年4月 

・（財）東京都森林整備振興公社と統合。 

・東京都林業労働力確保支援センター、都道府県緑化推進委員会に指定される。 

平成14年４月 

・栽培漁業センター事業が、島しょ振興公社から移管。 

・都行造林管理事業を都から受託。 

平成15年４月 

・東京都肉用子牛価格安定基金協会に指定される。 

平成16年４月 

・奥多摩さかな養殖センター事業を都から受託。 

平成17年４月 

・東京都農林総合研究センターを設置し、都から試験研究事業を受託。 

平成18年４月 

・東京都立食品技術センター事業を指定管理者として受託。 

平成22年４月 

・公益財団法人へ移行。 

平成25年４月 

・チャレンジ農業支援センター開設。 

平成26年６月 

・多摩産材情報センター開設。 

平成26年10月 

・東京都農地中間管理機構に指定される。 

平成28年４月 

・地産地消・オリンピック・パラリンピック関連事業推進課を新設 

沿  革 



２　平成２２年度以降の事業実施状況

≪「経常収益額」、「都財政受入額」、「職員数」の推移からの分析≫

２－１　経常収益額から見る事業動向

２－２　都財政受入額の推移から見る都施策との連動性

２－３　職員数の推移から見る経営状況　

・経常収益額は平成２２年度以降増減を繰り返す
状況となっている。

・平成２７年度に約７億円の減となっているが、こ
れは当該年度より都派遣職員に係る給料手当が
都の直接支給に切り替わったため、その財源で
ある都からの補助金及び都からの委託料が減額
となったためである。

・その他、施設整備等スポット的に実施される委
託事業や、事業の実績に伴う指定正味財産から
の振替額の増減により、各年度の経常収益額は
大きく変動している。

・補助金、委託料ともに平成２７年度に都派遣職
員に係る給料手当分が都の直接支給に切り替
わったため、大きく減少している。

・委託料や補助金については、施設整備等スポッ
ト的に実施されるものがあり、年度ごとの受入額は
大きく変動している。

・その他は指定正味財産（基金）からの振替額で
あるが、これも年度ごとに事業費の変動が大きい
ため、その財源も連動して変動している。

【職員数(都退職者を含む)の推移とその要因】
・事業の拡大に伴い全体として増加傾向にある。

【都派遣職員、固有職員など職員構成割合の推移と
その要因】
（研究部門）
・試験研究の水準を維持するために都派遣職員は
不可欠であることから、高い比率で都派遣職員数が
推移している。
（現業部門）
・都における技能系職員の採用が長年見送られて
いるため、現業部門における固有職員化が徐々に
進んでいる。
（その他の部門）
・事業の拡大とともに都派遣職員の固有化を徐々に
進めた結果、固有職員が徐々に増加している。しか
し、事業の拡大に伴い、嘱託職員等の増だけでな
く、新規の派遣により都派数も増加傾向にある。

【都退職者の職員数の推移】
ほぼ横ばいである。

【各職員区分が担う役割（特に都派と都退職者）】
＜都派・都ＯＢ職員＞
・事業の大半が都からの委託・補助事業であるた
め、効率的に事業を実施する上で、都の制度等を
熟知した都派遣・都ＯＢ職員の役割は大きい。とりわ
け研究部門は行政・普及部門を経験し、農家実態
等幅広い識見をもつ都派職員の存在が不可欠であ
る。
＜嘱託職員＞
・職務を指定して採用し、経験を活かした即戦力とし
て活用している。
・委託、補助事業が大半を占め、事業動向が都の方
針により左右され人的需要が不安定なため、固有職
員ではなく任期付契約職員として採用している。
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都財政受入額（単位：百万円） 

委託料 指定管理料 補助金 その他 都割合 
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３　主要事業分野に関する分析

　３－１　事業分野分析 （１／５）

事業
分野

再委
託費

職員
構成

事業
費用

事業課各センター事業

事業
概要

（１）栽培漁業センターにおいて、東京都から業務を受託し、島しょ地域の磯根資源の維持増大を図り、基幹産業の漁業を
　　支援するため、アワビ、サザエ及びフクトコブシ種苗を生産・配付。
（２）奥多摩さかな養殖センターにおいて、東京都から業務を受託してヤマメ、イワナ、ニジマス、奥多摩やまめ等の種苗を
　　生産し、河川漁協や養殖漁協などへ配付。
（３）青梅畜産センターにおいて、東京都からの補助を受けて、畜産農家に対して「トウキョウＸ」、「東京しゃも」、
　　「東京うこっけい」等の種畜を生産・配付。
（４）有機農業堆肥センターにおいて、東京都からの補助を受けて優良堆肥を生産し、堆肥を有効に活用する農業者や有
　　機農法の実践農家等へ有償配付。

各指標に基づく分析

事業
収益

193,259  193,784  202,521  191,441  200,021  
144,353  161,599  

225,240  211,505  206,283  

204,440  222,605  
165,257  

168,294  

28,725  26,843  26,232  30,814  27,752  

29,873  
32,412  

93.6% 93.8% 94.0% 
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補助金 委託料 都財政受入額以外 収益に占める都財政割合 

447,224 432,132 435,036 426,695 450,378 339,483 362,305 

・栽培漁業センター事業、奥多摩さかな養殖セン

ター事業を都から受託し、また、青梅畜産センター

事業、有機農業堆肥センター事業を都の補助事

業として実施しており、収益に占める都財政割合

が高い。（平成28年度 91.1％） 
 

・都財政受入額以外の収益として、生産品売払収

入等があるが、26年度以降は増加傾向にある。 

（26年度 27,752千円 → 28年度 32,412千円） 

・栽培漁業センター（大島）、奥多摩さかな養殖セ

ンター（奥多摩）、青梅畜産センター（青梅）、有機

農業堆肥センター（青梅）の全ての事業におい

て、建物の維持管理を行っているため、光熱水費

や建物維持管理に係る委託費の支出が大きい。 
 

・栽培漁業センター事業、奥多摩さかな養殖セン

ター事業を都から受託しており、建物の維持管理

に係る業務（建物維持管理、清掃、警備業務等）

を民間事業者に再委託している。 
 

 

160,903  170,872  178,081  162,660  171,486  
81,790  95,784  

91,438  82,409  65,400  59,114  75,989  
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22,685  23,110  

18,703  
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23,340  

20,487  
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再委託費 事業費に占める再委託割合 

（千円） 

（千円） 

（千円） 

18 18 18 17 16 15 18 

4 4 6 6 6 7 
8 1 1 

1 1 1 1 
1 5 5 

5 5 5 5 

6 64.3% 
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都派遣職員 固有職員 常勤嘱託職員 

その他常勤職員 非常勤職員 都派遣の割合 

29 30 
28 28 

33 
・青梅庁舎の改修業務に伴い、職員数が増加して

いる。 
 

・技能系職員の都派遣からの固有振替により、都

派遣割合は減少している。 

442,850 440,461 441,616 423,857 
452,134 

339,810 360,405 

28 28 



事業
成果
③

主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

１奥多摩さかな養殖センター事業 

○都との委託契約に基づき、ニジマ

ス、ヤマメ、奥多摩やまめ及びイワナ

の種苗を生産し、河川漁協・養殖漁協

に配付することにより、内水面資源を

維持するとともに、内水面漁業者の経

営安定化及び地域産業の活性化に寄

与。 

○気象条件等による年度間の多少の

増減はあるものの、委託契約に基づく

契約数の履行を着実に実施している。 

２ 栽培漁業センター事業 

○東京都の委託契約に基づき、アワビ、サザエ及びフクトコブシ

の種苗を生産して、伊豆諸島の漁協等に配付し、沿岸資源の増

大に寄与。 

○平成24年度から平成27年度のフクトコブシについては、特有

の疾病の流行に伴う生産中止のため0個となっている。 

○その他の種苗については気象条件等による年度間の多少の

増減はあるものの、委託契約に基づく契約数の履行を着実に実

施している。 

３ 青梅畜産センター事業  

○東京都の補助を受け、トウキョウＸ、東京しゃも及び東京う

こっけいの種畜を生産し、畜産農家に配付することにより、都

民への安全で高品質な肉や卵の供給に寄与。 

○また、家畜ふれあいイベントや食育活動等の啓発活動の実

施により、東京の畜産業への理解増進に貢献。 

○特に財団オリジナルブランドのトウキョウXは、都の策定した

２万頭増産計画に重要な役割を担っており、施設改修の計画

策定や人員の増強など、増産に向けた取組を進めている。

（H27の落ち込みは家畜伝染病の影響） 
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    ニジマス                   ヤマメ           奥多摩やまめ             イワナ 
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３　主要事業分野に関する分析

　３－１　事業分野分析 （２／５）

事業
分野

農業振興課事業

再委
託費

職員
構成

事業
費用

事業
概要

【１　後継者等対策事業】
（１）新規就業者支援事業　農林水産業に就業する際に必要な技術的研修等の各種支援。
（２）経営活動促進事業　新しい事業展開や経営の高度化・近代化のための研究及び研修活動等を促進するため、農林
　　水産業後継者団体が行う自主的な活動を支援。
（３）都民交流事業　農林水産業に対する理解促進のため、都民と農林水産業者との交流、新しい農業の担い手である
　　ボランティアの養成。
【２　経営安定対策事業】
（１）農作業サポーター支援事業　市街化区域内農地の遊休化・低利用化の防止のため、多様な担い手を活用して農地の
    保全・利活用を促進する事業を実施。
（２）チャレンジ農業支援事業　農業経営を発展させようとする意欲ある農業者に対して、「チャレンジ農業支援センター」に
　　おいて、ニーズに合わせた専門家を派遣、直接アドバイスを行うことで支援。
（３）農地保有合理化事業　これまでに農地保有合理化事業で当財団が買入れ又は借入れて現在保有している農用地等
　　について、契約満了まで管理を実施。
（４）農地中間管理事業　農地利用の効率化のため、農地中間管理機構の指定を受け、担い手への農地集積・集約化支援。
【３　緑化推進事業】
（１）苗木生産供給事業　東京都から業務を受託し、苗木を購入して市街化区域内の農地を活用し緑化用苗木の生産を行
　　い、都や区市町村等の公共事業、公共施設等に供給することで緑化を推進。

各指標に基づく分析

事業
収益

・平成25年度は農地保有合理化事業における強化基金

（東京都出えん金）3億円を都に返還したため、指定正味財

産からの取り崩しによる収益が発生している。 

 

・平成23年度は農地保有合理化事業において、農地売却

収入が発生している。 

 

・都から受託している苗木の生産供給事業の割合が高い

ため、収益に占める都財政割合が高くなっている。（平成

28年度95.8％） 

・平成25年度は農地保有合理化事業における強化基金

（東京都出えん金）3億円を都に返還したため、都への返

還金が発生している。 

 

・平成23年度は農地保有合理化事業において、農地売却

に伴い棚卸資増減額分の費用が発生している。 

 

・苗木の生産供給事業において、苗木の掘り取り及び運

搬業務を民間事業者に委託しているため、外注費（委託

費）の割合が高くなっている。（平成28年度 54.4%） 

・苗木の生産供給事業において、苗木の掘り取り及び運

搬業務を民間事業者に委託しているため、再委託費及び

事業費に占める再委託費の割合が高くなっている。（平成

28年度 49.8%） 

 

・苗木生産供給事業における再委託費の額は減少傾向

にある。（平成22年度 179,888千円、平成28年度 159,566

千円） 
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都財政受入額以外 収益に占める都財政割合 

346,417 449,375 350,941 680,094 358,819 335,202 322,310 

（千円） 

（千円） 

（千円） 

・農地中間管理事業など新規事業の実施により、職員数

は微増傾向にある。 
 

・都派遣職員の割合は、概ね30％程度で推移している。 
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事業
成果
③

主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②
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苗木生産供給事業実績 

苗木購入本数 苗木供給本数 

○東京都から指定を受けた「青年農業者等育成センター」と

して、青年農業者の円滑な就農のための相談事業をはじめ

とした就農支援事業を実施。 

○就農相談件数は年度によってばらつきがあるが、就農者

数については平成23年度を底に増加傾向にあり、着実に事

業成果を上げていると考えられる。 

○平成25年度に財団内にチャレンジ農業支援センターを設

置して事業を開始。 

○自らの農業経営を発展させようとする意欲ある農業者等

に対して、農業者等からの相談内容に対応した専門家を派

遣し、農業者の創意工夫やチャレンジの支援を実施。 

○年間50農業者に対して250回を派遣する計画に対して、

平成27年度以降は計画を大幅に上回る実績をあげており、

農家からの需要に応える事業となっている。 

○東京都では、公共事業や公共施設などの緑化推進のため

に、「緑の東京10年プロジェクト」及び「東京都環境物品等調達

方針」等に基づき、市街化区域内の農地を活用した緑化用苗

木の生産供給を行っている。 

○財団は苗木の購入、栽培管理、供給事業を都から受託し実

施している。 

○東京都の委託に基づき実施した苗木の購入、供給実績につ

いては、近年減少しているものの、年間20万本前後の緑化苗

木を供給しており、東京の緑化推進に貢献している。 

（人） 

（件） 

（千本） 



３　主要事業分野に関する分析

　３－１　事業分野分析 （３／５）

事業
分野

事業
費用

地産地消・オリンピック・パラリンピック関連事業推進課事業

事業
概要

① 東京の農林水産ｗｅｂサイト運営事業
　新鮮で安全･安心な東京産農林水産物や農林水産業の魅力を広くＰＲし、東京の農林水産業に対する理解の促進を図るため、平成28
年度に開設したｗｅｂサイト「とうきょうの恵み TOKYO GROWN」（日本語、英語、中国語、韓国語）を管理・運営。
② 東京農業情報発信事業
東京2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした都内産農林水産物の消費拡大に向けて、訪日外国人に都内産農産物の情
報を発信するため、無料情報誌を作成。
③農林水産物認証取得支援事業
東京2020 オリンピック・パラリンピック競技大会で都内産農林水産物の積極的な提供・ＰＲを実現するため、農林水産物の認証（国際、
国内）の取得を目指す農林水産事業者等に対して認証取得のための支援を実施。

各指標に基づく分析

事業
収益

再委
託費

職員
構成

・平成28年度から、農林水産業普及啓発事業と

東京農業情報発信事業を都の補助事業として

実施している。 

 

・平成28年度から、都の出えん金及び補助金に

より認証取得支援事業を新たに実施している。 

・平成28年度は、都の補助事業として実施して

いる農林水産業普及啓発事業と東京農業情報

発信事業において、ＨＰや情報誌作成のための

業務を一部委託したため、外注費の割合が高く

なっている。 

 

・平成28年度から、都の出えん金及び補助金に

より認証取得支援事業を新たに実施しており、

助成金支出等が発生している。 

・補助事業（農林水産業普及啓発事業と東京農

業情報発信事業）と出えん事業（認証取得支援

事業）のみのため、再委託費はない。 
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・平成２８年度新設組織である。 
 

・所属職員の半数が都派遣職員である。 
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主な事業成果

事業
成果
①

○東京2020 オリンピックパラリンピック競技大会で

都内産農林水産物の提供・ＰＲを実現するため、農

林水産物の認証取得を目指す農林水産事業者に対

して取得のための支援を実施。 

○平成28年度新規事業として立ち上げ、初年度の

28年度には農家認証、森林認証についてそれぞれ

３件、23件認証取得支援の申請があった。 

認証取得済 コンサル

(経費補助) 派遣

農家認証 １件 ３件 ０件 ３件 ２件

森林認証 ０件 23件 10件 13件 11件

認証 講師派遣 申請数 取組中

平成28年度認証取得支援事業実績 



３　主要事業分野に関する分析

　３－１　事業分野分析 （４／５）

事業
分野

再委
託費

職員
構成

事業
費用

森の事業課事業

事業
概要

①林業労働力確保支援センター事業　林業労働力の確保を図るため、森林整備の担い手となる新規就業者への支援や林業従事者の育成、林業事業体
における雇用管理改善の支援。
②分収林事業　分収林契約の保育計画に基づく既契約地の保育管理。
③都民との協働による森林づくり事業　都民や企業、自治体等と森林整備協定や受託を提携して森林づくり事業を実施。
④都行造林事業　多摩地域の都行造林の維持管理を東京都から受託し、保育管理や都の処分方針に基づく事務処理を実施。
⑤森林循環促進事業　スギ林を伐採して花粉の少ないスギ等に更新し、花粉削減と多摩産材の安定供給を図る事業及び、花粉の少ない森づくり運動を展
開して、企業や都民等と連携して森林を整備。
⑥木質バイオマス事業　森林循環促進事業で伐採された原木を原料としたチップ生産を行い、東京都下水道局等へ供給。
⑦森林を守る都民基金事業　森林とのふれあいの場の提供及び、林業従事者の技術力向上、労働災害の未然防止に資する講習の開催。
⑧多摩産材利用拡大事業　多摩産材の利用促進に向けた多摩産材情報センターの運営や、民間事業者の多摩産材の利用に対する補助を実施。
⑨緑の募金事業　全国の緑の募金活動と連携し、募金を活用して普及啓発、森林整備・都市緑化を推進。

各指標に基づく分析

事業
収益

・森林循環促進事業や分収林事業等において、

森林の整備（主伐、地拵、下刈り等）を林業事業

体に外注（委託）しているため、外注費の割合が

高くなっている。（平成28年度 50.7%) 

 

・その他の経費については、分収林の契約満了

による処分に伴う経費（分収林立木評価損、三

者分収林立木払出額、分収林処分費）の割合

が大きい。 

 

 

・平成22年度と平成23年度は、都から荒廃渓流

等の美化及び防災事業を受託しており、一部業

務を民間事業者へ再委託していたため、再委託

費の額が大きくなっている。 

 

・平成27年度からとうきょう林業サポート隊事業

を都から受託しており、指導業務等を再委託し

ている。 

 

・事業の大半が都からの補助金又は出えん金

による事業であるため、全体の再委託割合は低
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27 28 
31 34 

・多摩産材情報センター、とうきょう林業サポート

隊等新規事業の実施に伴い、職員数が増加し

ている。 
 

・固有職員、常勤嘱託員の活用等により、都派

遣割合は低下傾向にある。 

26 27 

36 

・森林循環促進事業及び分収林事業における

都からの出えん金が指定正味財産になってお

り、森林循環促進事業における事業実施費用

及び分収林事業における都への貸付金返還に

要する費用に係る指定正味財産の取り崩し額

が収益の大きな割合を占めている。（平成28年

度 47.8％） 

 

・平成28年度に、都の出えん金によりにぎわい

施設で目立つ多摩産材推進基金を造成（10億

円）しており、平成29年度以降は同基金からの

取り崩しも生じる。 



主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

事業
成果
③
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林業就業支援講習事業実績 

林業就業支援講習修了者 うち林業関係に就業 

うち都内林業事業体に就業 

○林業事業体の人材確保のため、林業への就業希望者を対象

に、森林・林業に関する基礎知識及び林業労働安全教育等に

関する講習を行っている。 

○平成17年度からの事業開始以来、平成28年度までに計163

名が当該講習を修了し、このうち都内の林業事業体に就業した

のは、27名（16.6％）となっている。  

○平成22年度以降の実績では、修了者74名に対して林業事業

体への就業者27名、うち都内林業事業体への就業は17名

（22.3％）とわずかに増加している。 

○毎年度、一定数の就業希望者が講習を修了しているが、受け

皿である都内の林業事業体が少なく、なかなか都内林業事業体

の就業者数増へと結びついていない。 

○企業、個人等からの募金を原資として、スギ

花粉等の減少に向けた様々な取組を実施。 

○ネーミングライツの手法により、企業から森

林整備経費の寄付を募る企業の森協定につい

ては、事業開始から10年が経過し、企業の森

に適した森林や関心ある企業が減っている中

で、毎年度２件の協定を着実に締結している。 

〇平成26年度までは花粉対策室発生源対策事業として実

施していた事業を平成27年度から森林循環促進事業とし

て実施 

○本事業の実施により東京の４割を占める森林の循環を

促進し、都内森林の維持・再生を図り、CO2削減、スギ

花粉飛散量の減少、森林産業の振興等に寄与。 

○購入契約面積は毎年度の経営目標として設定されてお

り、目標数値を達成するため着実に事業を実施。 

○一方で伐採搬出契約面積については、基金事業による

複数年度契約のため、年度間でばらつきが大きい。 

○さらに、天候、都内林業事業体の施業能力、賃金単価

の上昇や人手不足等の様々な要因により左右される。 

（人） 

（ha） 

35,060  
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花粉の少ない森づくり運動 

花粉の少ない森づくり募金（左目盛） 企業の森協定 （右目盛） 

（千円） （件） 



３　主要事業分野に関する分析

　３－１　事業分野分析 （５／５）

事業
分野

再委
託費

職員
構成

事業
費用

農林総合研究センター事業

事業
概要

（１）農林総合研究センター事業
東京都から業務を受託して調査・試験・研究を行うとともに、東京都の行政・普及部門との連携を図りながら、農林
水産・食品事業者や都民に対し技術支援や情報提供を実施。
（２）食品技術センター事業
東京都の指定管理者の指定を受けて、食品技術センターの管理運営を行うとともに、都内食品産業の振興、都民
の食の安全と食生活の充実を図るための製品開発、地域資源を活用した食品開発に関する研究、中小事業者に
対する技術支援等を実施。

各指標に基づく分析

事業
収益

・農林総合研究センター事業、食品技術研究セ

ンター事業（指定管理者）を都から受託している

ため、収益に占める都財政割合が高い。（平成

28年度 97.9％） 
 

・立川庁舎の大規模改修に伴う経費（移転関係

経費、初度調弁等）も受託しているため、年度間

の増減が大きい。 
 

・平成27年度から都派遣職員の給料手当が直接

支給となったため、都からの委託料が大幅な減

となっている。 

・農林総合研究センター（立川、江戸川、青梅）、

食品技術研究センター（秋葉原）事業において、

建物の維持管理を行っているため、光熱水費や

建物維持管理に係る委託費の支出が大きい。 
 

・費用については、特に施設整備費について、年

度ごとの変動が大きくなっている。 
 

・平成27年度から都派遣職員の給料手当が直接

支給となったため、人件費が大幅な減となってい

る。 
 

・農林総合研究センター事業、食品技術研究セ

ンター事業（指定管理者）を都から受託しており、

建物の維持管理に係る業務（建物維持管理、清

掃、警備業務等）を民間事業者に再委託してい

る。 
 

・平成26年度と平成27年度は立川庁舎大規模改

修に伴い、引越業務や廃棄物処理を再委託した

ため、再委託費が高くなっている。 

744,126  738,828  733,229  719,920  762,419  

208,785  229,476  

45,731  
230,018  

51,564  73,427  168,973  

106,018  82,799  

357,513  
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人件費 外注費 その他 

1,147,370 1,187,007 1,108,443 1,157,800 1,279,813 

662,271 838,594 

34,067  
39,591  

28,136  28,603  

71,924  68,712  

41,986  
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再委託費 

再委託費 事業費に占める再委託割合 

（千円） 

（千円） 
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都派遣職員 固有職員 常勤嘱託職員 

その他常勤職員 非常勤職員 都派遣職員の割合 

106 105 105 105 105 

・総職員数は横ばいである。 
 

・固有職員の増加及び都派遣職員の比率減少

は、技能系職員の退職に伴う固有化が主な理由

である。 

919,524  960,807  891,203  941,947  
1,062,118  

543,356  
709,115  

208,214  206,168  
201,484  195,421  

199,855  
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補助金 委託料 指定管理料 

都財政受入額以外 収益に占める都財政割合 

1,147,370 1,187,009 1,108,444 1,157,801 1,279,813 

662,271 838,594 
（千円） 

105 105 

13,370 



主な事業成果
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研究課題取組件数実績 

経常研究 受託研究 
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技術相談件数 

○試験研究課題の取組は、都の行政、普及部

門からのニーズを踏まえて研究課題を設定し、

研究成果は行政・普及部門に提供され、施策へ

の反映や事業者支援に活用されている。 

○また、一部、農林水産省や東京都からのプロ

ジェクト研究等を受託し実施している。 

○毎年度、経常研究50件超、受託研究15件程

度で合計70件前後の研究を実施している。 
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食品研依頼試験実績 

依頼試験件数（左目盛） 依頼試験実施料歳入額（右目盛） 

○農総研の共同研究件数については、平成22年

度以降、25件を目標として実施してきており、平

成25年度以降は26件、27件等、目標値を上回る

実績を上げている年度も多い。 

○また、研究外部資金の獲得については、平成

22年度、平成21年度と減少してきているが、平成

24年度以降は資金獲得の努力により18,000千円

以上で推移している。 

○食品技術センターの技術相談件数は1,100件の目

標を上回って毎年増加傾向にある。 

 

○依頼試験の件数は年度によりばらつきがあるが、

歳入額は1,500千円前後で推移している。 

（件） （千円） 

（件） 

（件） 

（千円） 
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農総研共同研究・研究外部資金実績 

共同研究件数（左目盛） 研究外部資金（右目盛） 

（件） 



 

 

 

 

 

【ＳＷＯＴ分析】 

 
機会（ニーズの増加・役割の増大） 脅威（ニーズの減少・役割の縮小） 

外
部
環
境 

 

（社会変化） 

○ オリンピック開催による国産農林水産物への需要、関 

心の高まり 

H27「内閣府世論調査」⇒東京オリンピック・パラリンピ

ック競技大会の開催を通じて参加したい、又はしてもよ

いと考える文化イベント「食文化（和食など）」51.2％ 

㈱クロス・マーケティング「東京オリンピックに関する

アンケート（2017年）」⇒オリンピックを通じて海外に伝

えたいこと「日本食などの食文化」38.9％で 1位 

 

（顧客ニーズ） 

○ 安心・安全で新鮮な農林水産物の需要の増加 

H26「食の安全に関する消費者意識と消費行動調査報告

書」⇒食の安全に関心があると回答 98.1％ 

H27都政モニター「東京産農畜産物への期待」⇒安心・安

全（48.2％）、新鮮さ（60％）に次ぐ第２位 

 

○ 都市農業の多面的機能の役割が認識され、農業に対する

期待の高まり 

H27都政モニター「東京の農業」の「東京に農業・農地を

残したいと思うか」⇒「思う」85.5％（Ｈ17⇒81.1％、

H21⇒84.6％）と増加 

「東京の農業・農地に期待する役割」⇒「新鮮で安全な

農畜産物の供給（62.9％）」、「緑や環境の保全（52.4％）」、

「農作業体験や食育などの教育機能（35.4％）」等 

 

 

 

（社会経済） 

○ 東京の一次産業の衰退 

 ・都市化の進展による農用地の減少 

農林水産省「農林水産関係市町村別データ」 

都内農地面積 1960年⇒31,447ha、2015年⇒7,130ha 

55年間で 1/4以下に減少 

 ・担い手の高齢化、後継者の不足 

   農林水産省「農業センサス」 

都内農家数 1970年⇒38,400戸、2015年⇒11,222戸

1/3以下に減少。 

後継者無 2000年⇒30％、2015年⇒44％ 

農業従事者に占める 60歳以上の割合 

1975年⇒21.4％、2005年⇒52.8％ 

 

（競合他社） 

○ 農業振興において、JA 東京中央会や農業会議などと 

の役割分担と仕事の整理 

内
部
環
境 

 

（組織） 

○ 事業部門と試験研究部門が一体となっていることによ

る効果の発揮 

 

（人的資源） 

○ 高度な技術・専門知識を有する職員（農業技術、畜産、

獣医、林業、水産、環境検査、技能職等）が多数存在 

 

（財務的資源） 

○ 収益の９割近くが都からの補助金、委託料、出えん金で

あり、事業に必要な財源が安定 

（都割合 H26⇒87.4％、H27⇒84.9％、H28⇒86.9％） 

 

 

 

（人的資源） 

○ 研究者の人材育成には行政部門・普及部門との異動や 

島しょ赴任が不可欠であり、財団単独での育成が困難 

（都派割合 H26⇒65.1％、H27⇒62.9％、H28⇒61.9％） 

 

（財務的資源） 

○ 都からの補助金、委託料、出えん金の割合が高いため、 

財務面が安定している半面、財団の裁量で活用できる自 

主財源がほとんどない 

（都以外も国土緑化、募金事業等使途が限定された財 

源が多い） 

 
強み 弱み 

 

１．団体経営に関する現状分析・評価 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

① 都民に対する情報公開・情報発信 

  財団では、公益認定上の事業区分に基づき会計処理や決算等の情報開示を行っているが、組織は農業振興分野、森林分

野など事業分野により課立てがされており、会計処理の区分と事業執行の区分がリンクしていないことで、各課がどのよ

うな事業をどれくらいの経費をかけて実施しているか、都民に分かりづらい状況となっている。 

  また、近年農林水産業に対する都民の関心が高まっているが、東京が有している様々な農林水産資源や東京の農林水産

業に対する理解度はまだ低い状態である。今後、東京 2020 大会の開催を控えて、観光客に向けた東京産農林水産資源等

のＰＲの機会が拡大することから、財団の情報発信力の強化は急務である。 

  このため、財団の経営状況について、都民にわかりやすく情報公開を行っていくことや東京の農林水産業について、都

民等からの関心・理解を高めるための情報発信力を強化していくことが大きな課題である。 

 

 

② 新時代に対応した研究開発体制の強化  

東京の農業は、農地が狭く（１戸当たり農地面積：全国 46 位）規模拡大が難しいため、限られた農地で収益性の高い

農業経営を展開することが重要である。こうした課題に農林総合研究センターが貢献するためには、先端的技術の活用や

都市型経営の構築等の新分野に果敢に挑戦していかなければならない。 

このような状況を踏まえ、研究センターでは、ＩＣＴ活用などによる新技術の開発を進めているが、研究体制は極めて

少人数であり、多様化・高度化する研究ニーズに迅速・的確に対応することが難しい状況である。そのため、研究員個々

のレベルアップを図り、限られた人員で最大限の研究開発力を発揮することで、迅速に都民ニーズに対応していくための

研究体制の強化が必要である。 

 

 

③ 農業者・都民サービスの一層の向上を目指した事業展開 

 農業等における担い手不足、農林業収入の低迷など、東京の農林水産業が抱える問題を解決していくには、都民が農業

に対する興味・関心を持ち、都全体で農業に関する問題を考えていく機運醸成が重要である。そのため、財団は都民と農

林水産業を結びつけ、都民に農業、林業等を身近に感じてもらうため、都民参加型の体験事業等を実施している。 

しかし、これらの事業について都民のアンケート調査は実施してきたものの、満足度という観点での調査・分析は不十

分であり、本事業が効果的なものとなっているか、事業の目的が達成できているのか検証できていない。 

そのため、利用者が本当に満足しているか、ニーズに適した事業となっているか、利用者の意見や要望を踏まえて施策

を検証する仕組みを構築し、より一層のサービス向上を図る必要がある。あわせて農業者向けの事業の満足度も向上して

いく。 

 

 

④ 後継者対策事業の見直しについて 

  東京の農林水産業の振興において後継者対策は最重要課題であり、後継者のいない農家の割合が 2000年の 30.5％から

2015年には 44.4％に増加するなど、将来の担い手の育成は急務となっている。 

財団では東京都の方針に基づき補助を受けて就農希望者に対する相談や農業研修等、様々な後継者対策事業を実施して

いる他、農業団体からの寄附を受けて、財団独自の後継者対策事業を実施しているところであるが、最重要課題である担

い手の育成対策について、都や JA等と連携し、より効果的、効率的な事業実施を行う必要がある。 

 

 

⑤ 研究ニーズの的確な把握と成果の着実な還元  

農林総合研究センターは、新鮮で安全な農産物の供給や生産性の向上、都市緑化、森林保全、食品製造技術など、都民

や事業者ニーズに応える研究に取り組んでいる。また、2020 大会の開催に向け、夏に強い花きの生産管理技術の開発な

どの課題にも対応している。豊かな都民生活や農林業・食品産業の発展への貢献を果たすためには、社会情勢や環境の急

速な変化に対応し、ニーズを的確に捉えた研究開発の実施と、研究成果を都民へ着実に還元していくことが重要である。 

研究センターでは、これまでも行政・普及部門からの意見集約等により都民や事業者のニーズを反映してきたが、今後

一層、広範な都民からの意見収集と、その迅速・充分な意見の反映に努めていく必要がある。また、研究成果は、都民、

事業者、研究者など多様な利用者に還元する必要があるが、それぞれの主体に適した還元方法の検討が必ずしも充分とは

いえないことから、ニーズの的確な把握と着実な還元の仕組みを構築することが急務となっている。 

２．自己分析を踏まえた経営課題 

 



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢ 財団は収益の９割近くが都からの補助金、委託料、出えん金であり、経営状況について、都民にわかりやすく情報

公開を行う責務を負っている。また、都民の農林水産物への需要、関心が高まっていることから、東京の農林水産

業について情報発信力をより強化していく。 

○ 財団情報の透明性確保のため、現在、区分経理されていない各課、センターごとに、収入・支出が把握できるよ 

う、会計の仕組みを見直す。 

○ 区分経理により把握した各課・センターごとの収支とともに、事業成果等をＨＰ等で都民に公表することで、どの

ような事業をどのくらいコストをかけて実施しているのか情報開示を実施する。 

○ 東京の農林水産情報の発信について、財団として戦略的な情報発信、サイト制作・運営を行い、コンテンツを充実

させることで、情報がより都民の目に触れるよう取組を行う。 

 

 

➢ 高度な技術や専門知識を持つ職員が多数存在する農林総合研究センターの強みを活かし、将来に向けた研究体制を

強化し、東京の限られた農地における収益性の高い農業経営の推進や多様化・高度化した研究ニーズに迅速・的確

に対応する。 

○ 中長期的に行うべき研究課題を見据え、人材育成方針や研究員指導育成計画を作成する。育成に当たっては、研 

究員のキャリアや研究課題に応じて、他研究機関・大学等との共同研究や外部専門家の招聘など、様々な手法を組み

合わせて実施する。 

○ 試験研究に係る定型的業務のマニュアル化、試験設計・研究資料等の試験研究情報の共有化を進め、研究手法の早

期習得や効率的研究推進のための条件整備を行う。 

② 将来を見据えた戦略的な研究員の育成 

➢ 財団は、幅広く都民から直接意見を聞くことができる様々な都民交流型事業や技術面・経営面など農業経営に関す

る多様な専門家を登録して、農家のニーズに的確に対応した人材を迅速に派遣する事業を実施している。これらの

都民からの直接の意見や専門家に関する情報をより有効に活用し、財団事業の一層のサービス向上を図る。 

○ 都民の東京の農林水産業に対する関心を高めるため、財団で実施する都民参加の事業の内容の充実を図る。 

○ 具体的な取組みとして、都民や農家を対象とする事業において、利用者満足度調査を導入することで、満足度向 

上に向けた取組を実施する。 

○ さらに農家支援においては、満足度の向上に加えて、農家経営の改善につなげることが重要であることから、事業

実施後の売上高への影響等についても調査を行い、事業効果の向上を図る。 

➢ 財団は法に基づき、就農相談や就農促進に関する調査などを実施する「東京都青年農業者等育成センター」に指定

されている。こうした財団の役割を活かし、都や JA等とも連携することで、担い手の育成対策についてより効果

的、効率的な事業実施を行う。 

○ 東京の農林水産業にとっての最重要課題である後継者対策事業について、都、財団、ＪＡ等の役割分担に基づいて、

財団が実施している事業についてその内容を見直し、より効果的、効率的な実施を目指す。 

○ さらに、農業団体からの寄附等で実施している事業については、ワイズスペンディングの観点から、当財団が支 

援していくべき取組に重点化するなど、より効果的、効率的な事業体系へと事業の見直しを図る。 

④後継者対策事業の効果的・効率的な実施 

① 情報公開の推進・情報発信力の強化に向けた取組 

３．経営課題解決のための戦略 

 

③ 財団事業の内容の充実と効果検証の実施 

➢ 農林総合研究センターは、都からの委託料等で運営される公設試験研究機関であり、都民の期待に的確に応える責

務を負う。そこで、都民からの意見をより広範に収集し、研究成果を的確に還元する仕組みを構築することにより、

研究センターの技術を最大限活用し、豊かな都民生活や農林業、食品産業の発展へ貢献する。 

○ 研究センターと幅広い都民や行政、普及部門等との意見交換を十分に行い、消費者や事業者等が抱える直接的・潜

在的ニーズを的確に捉えた研究課題を設定・推進できる仕組みを充実する 

○ 研究成果の還元のため、これまでの情報発信の方法に加え、マスコミやイベント、展示会の活用など、情報提供先

に応じた効果的な研究成果の提供方法を検討・構築し、情報発信していく。 

⑤ 都民や事業者ニーズに応える研究開発の推進 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 団体の使命、今後の戦略を踏まえ、今後 3 か年で自律的に取り組む改革事項の内容や３年後の到達目標等を記載する

こと。 

 

〇 また、下段に目標達成にむけた年次計画を、定量的な数字目標又は定性的な実施目標を用いながら、設定すること。 

（その年度に取り組む内容やその年度の到達値など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 取組設定の考え方 

課単位での区

分経理の実施 

・区分経理の

実施に向けた

システム変更

等の準備作業 

・課単位での区

分経理の実施 

 

・前年度の結果を

受けた問題点の

改善 

 

・問題点を改善し

た区分経理の本

格実施 

・現状、公益認定区分の区分で

行っている会計処理について、

課単位、事業課のセンター単位

での会計処理を行う。 

事業成果の公

表 
 

・課単位での情

報開示方法の検

討 

・平成 30 年度決

算より区分経理

に基づく組織別

決算情報等の開

示 

・前年度の開示実

績を踏まえたよ

り分かりやすい

財団情報の開示 

・課単位、事業課のセンター単

位で行った会計処理について、

都民に公表することで財団事

業の情報公開の強化を図る。 

TOKYOGROWNの

コンテンツ拡

充 

・サイト公開

時のコンテン

ツをベースと

した情報の更

新・追加 

 

 

(更新回数 12

月末実績 86

回) 

・現サイトの課

題を洗い出すた

めのｗｅｂコン

サルティングの

実施 

・改修および情

報の更新・追加 

 

 

 

(更新目標 120回) 

・ユーザーニーズ

を捉えた更なる

情報の更新・追加 

・中国語（繁体

字・簡体字）・韓

国語サイトのネ

イティブチェッ

ク化の検討 

 

 

(更新目標 140回) 

・外国語サイトの

コンテンツ強化 

・オリパラ大会を

契機に訪都する

多くの観光客に

向けた企画の実

施、情報追加 

 

 

 

(更新目標 160回) 

・TOKYOGROWNのコンテンツ拡充

にあたり、サイトの更新回数

（お知らせ・イベント情報（財

団更新分）、TOKYOGROWN フェイ

スブック等）を目標値および成

果を測るための指標として設

定する。 

TOKYO GROWN

の活用 

・経営目標 40

万ページビュ

ー 

・ TOKYO GROWN

を活用した財団

情報発信の検討 

・60 万ページビ

ュー 

・TOKYO GROWN を

活用した財団情

報発信の実施 

・80万ページビュ

ー 

・東京 2020 オリ

ンピック･パラリ

ンピック競技大

会に向けて 100万

ページビューを

目指す 

・魅力的な情報発信により財団

Ｗｅｂサイトの閲覧者数の増

加を図る。 

 

【３年後の到達目標】 

○ 課ごとの区分経理を実施して財団ＨＰ上で公開していく。 

○ 東京の農林水産の情報を一括で集約したＨＰ「TOKYO GROWN」の更新回数を 2017 年度の 100 回程度（12 末実績 86

回）から 2020年度には 160回へと増加させる。 

○ 発信強化に向けた取組により、ページビュー数の増加を図る（2017年度目標 40万ＰＶ⇒2020年度目標 100万ＰＶ）。 

 

 以上により、財団の情報公開を推進し、財団の経営状況について都民に分かりやすくする。また、ＨＰの内容の充実

や見やすさを改善することで、東京の農林水産業に関する都民からの理解・関心を高める。 

４．2020年までの 3年間の取組事項 

 

①情報公開の推進・情報発信力の強化に向けた取組 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 団体の使命、今後の戦略を踏まえ、今後 3 か年で自律的に取り組む改革事項の内容や３年後の到達目標等を記載する

こと。 

 

〇 また、下段に目標達成にむけた年次計画を、定量的な数字目標又は定性的な実施目標を用いながら、設定すること。 

（その年度に取り組む内容やその年度の到達値など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 取組設定の考え方 

研究員の個別

指導育成計画

の作成 

・新規採用研

究員の年間研

修計画を作成 

 

 

・研究センター

人材育成方針の

検討・作成 

 

・研究員の個別

指導育成計画作

成要領の制定 

 

・個別指導育成計

画の作成 

 

・育成計画に基づ

く取り組みの実

施 

 

・実施状況の検証

と改善 

 

・改善を加えなが

ら運用 

・農総研が中長期的に行うべき

研究課題を踏まえ、組織として

計画的・戦略的に研究員を育成 

・先進技術を習得する農総研セ

ミナー、国立研究開発法人への

派遣研修、研究課題に応じた外

部専門家の招聘、研究員の自主

研究活動支援、多様な研究機関

との交流や共同研究、学会発表

など様々な手法を組合せる 

 

試験研究業務

のマニュアル

化 

・一部調査や

分析業務でマ

ニュアルを作

成 

 

・マニュアル化

すべき定型的試

験研究業務を選

定 

 

・業務マニュア

ルの作成 

 

 

・マニュアルを活

用した業務遂行 

 

・研究員による評

価を踏まえたマ

ニュアルの改善 

 

 

・改善を加えなが

ら運用 ・試験設計や調査分析、研究機

器・薬品管理業務等、定型的試

験研究業務をマニュアル化し、

研究業務の習得や業務の効率

化に繋げる。 

試験研究情報

の共有化 

・研究計画や

研究成果につ

いてセンター

内で共有 

 

 

・共有利用すべ

き研究情報、資

料等を検討・選

定 

 

・共有情報の種

類ごとに管理・

運用方法の構築 

 

 

・共有情報の蓄

積・データベース

化 

 

・データベースの

運用 

 

・研究員による評

価を踏まえた改

善 

 

 

・改善を加えなが

ら運用 

・研究員の試験研究情報を共有

化し、それを参考とすることで

研究開発手法の習得や研究力

向上に繋げる。 

 

【３年後の到達目標】 

○ 研究センターの人材育成方針及び研究員の個別指導育成計画を作成し、中長期を見据え、また、研究員のキャリア

と研究課題に応じた新たな指導育成システムを構築する。 

○ 研究業務に係るマニュアルを作成し、基本的研究業務の早期習得と業務の効率化を図る。 

○ 試験研究情報を共有できるシステムを構築することにより、研究開発手法の早期習得や研究力の向上を図る。 

 

これらの取り組みにより、研究開発体制を強化し、限られた人員で最大限の研究開発力を発揮することで、迅速に都

民ニーズに対応していく。 

②将来を見据えた戦略的な研究員の育成 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 団体の使命、今後の戦略を踏まえ、今後 3 か年で自律的に取り組む改革事項の内容や３年後の到達目標等を記載する

こと。 

 

〇 また、下段に目標達成にむけた年次計画を、定量的な数字目標又は定性的な実施目標を用いながら、設定すること。 

（その年度に取り組む内容やその年度の到達値など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 取組設定の考え方 

利用者アンケ

ート調査の実

施 

・アンケート

内容の検討 

・アンケート調

査実施 

 

 

・アンケート内

容を踏まえた事

業内容の見直し

の検討 

 

 

 

 

 

・アンケートの回

答内容を踏まえ

て見直した内容

での事業実施 

 

 

 

・都民ファーストの事業実施を

目指し、利用者アンケートによ

り財団事業の改善を図ってい

く。 

・都民参加型事業の内容を充実

することにより、都民の農林水

産業に対する理解の促進に努

める。 

チャレンジ農

業支援事業に

おける専門家

派遣後の調査

実施 

・調査内容の

検討 

 

・専門家派遣後

の調査により、

派遣前後で販売

促進に効果があ

ったかについて

調査を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・調査結果を受け

て、専門家の指導

及び指導内容の

検討 

 

 

 

 

・検討した内容で

の指導実施 

・農家の経営改善の支援を目的

とするチャレンジ農業支援事

業において、事業効果を測定し

て更なる充実に努める。 

 

【３年後の到達目標】 

○ アンケート調査による財団事業の満足度８０％以上 

（東京の青空塾（援農ボランティア養成講座参加者）、チャレンジ農業支援事業（専門家派遣先農家）、とうきょう林

業サポート隊事業（サポート隊参加者）） 

○ チャレンジ農業支援事業における専門家派遣後に販売促進に効果があったと回答した農家の割合７０％以上 

 

以上の取り組みにより、都民サービス、農家への支援等の事業内容の一層の充実へとつなげ、都民の農業に対する興

味・関心を高め、都全体で農業に関する問題を考えていく機運の醸成を図っていく。 

③財団事業の内容の充実と効果検証の実施 

アンケート調査の継続的な実施 

効果検証の継続的な実施 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

○ 団体の使命、今後の戦略を踏まえ、今後 3 か年で自律的に取り組む改革事項の内容や３年後の到達目標等を記載する

こと。 

 

〇 また、下段に目標達成にむけた年次計画を、定量的な数字目標又は定性的な実施目標を用いながら、設定すること。 

（その年度に取り組む内容やその年度の到達値など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 取組設定の考え方 

・後継者対策

事業のより効

果的、効率的

な事業体系の

見直し 

・実施事業の

点検 

 

・財団への要望

等をアンケート

調査 

 

 

・新規就農企画

会 議 等 を 活 用

し、関係機関等

からの意見聴取 

 

 

 

・現行事業の課

題、効果等整理 

 

・関係する実施

要領等の改正 

 

・自治体や JA 等

との役割分担を

行い、見直した内

容で事業を開始 

 

・新規就農企画会

議等を活用し、見

直した内容やそ

の効果などにつ

いて意見交換 

 

 

・事業実施の結果

を受けた効果検

証の実施 

 

・検証結果を受け

た更なる事業見

直し 

 

 

・事業効果の点検 

 

 

 

 

・新規就農企画会

議等により引き

続き意見交換・体

制の見直しの検

討などを実施 

 

 

・農業振興の中核である後継者

対策事業について、必要な対策

のうち自治体やＪＡなど組織

ではなく、当財団が支援してい

くべき取組に重点化する。 

・関係機関からの要望のアンケ

ート調査、意見聴取等により必

要となる対策を絞り込んだ上

で、体系的に整理することで効

率的・効果的な実施を図る。 

・さらに毎年度、効果の検証と

更なる見直しを図ってより良

い内容となるよう改善を行っ

ていく。 

・自主財源の

効率的な活用 

・実施事業の

見直し 

 

 

・見直した内容

での事業実施 

 

・事業を実施し

結果の再検証 

 

 

 

 

・検証に基づき更

に事業内容の見

直しを図る 

 

 

 

 

 

・引き続き、効果

検証及び事業内

容の見直しを図

る 

・自主財源の範囲

内での事業実施

の実現 

・後継者対策事業のうち自主財

源で実施している事業の見直

しを行う。 

・繰越金の充当をなくして、自

主財源の範囲内での事業実施

を目標とする。 

 

 

【３年後の到達目標】 

○ 後継者対策事業について、各方面からの意見等も聴取しながら効果的、効率的な実施を図るため、事業体系を見直

して改善を図る。 

○ さらに、農業団体からの寄附を財源として実施している事業については、不足分を繰越金の充当により実施してい

るため、より効果的な事業実施の検討を行い、繰越金の充当をなくし自主財源の範囲での事業実施を目標とする。 

 

以上の取り組みにより、都や JA 等と連携し、限られた財源でより効果的・効率的に事業を実施し、ワイズスペンデ

ィングを意識した事業執行体制を推進することで、事業内容の充実を図る。 

④後継者対策事業の効果的・効率的な実施 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 団体の使命、今後の戦略を踏まえ、今後 3 か年で自律的に取り組む改革事項の内容や３年後の到達目標等を記載する

こと。 

 

〇 また、下段に目標達成にむけた年次計画を、定量的な数字目標又は定性的な実施目標を用いながら、設定すること。 

（その年度に取り組む内容やその年度の到達値など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 ～2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 取組設定の考え方 

幅広い都民と

の情報交換の

場の設置 

  － 

 

・研究推進に効

果的なテーマや

情報交換会の運

営方法等につい

て検討 

 

・テーマを定め

情報交換会を開

催 

 

・情報交換会の

検証と改善 

 

 

・前年度の検討結

果を踏まえて、テ

ーマを定め情報

交換会を開催 

 

・情報交換会の検

証と改善 

 

 

・テーマを定め情

報交換会を開催 

 

 

 

・消費者や農林業者、流通・製

造業者、飲食業者など、幅広い

都民との情報交換会を行い、研

究課題の設定や研究成果の発

信・利活用等の参考とする。 

・「食」、「イノベーション」、「都

市環境」、「都市農業経営」など

テーマを定め、関係者を選定し

意見交換を行う。 

研究課題検討

体制の再構築 

・行政・普及

部門との連携

のもと研究課

題を設定 

 

・研究ニーズを

迅速・的確に課

題化するための

仕組みを検討・

再構築 

 

 

・新たな体制で研

究課題を検討・設

定 

 

・検討体制の検証

と改善 

 

・必要な改善を加

えながら実施 

 

・次年度の研究課題の設定に当

たり、行政・普及部門等との検

討スケジュールの早期化等に

より、研究ニーズを迅速に課題

化できるよう、検討体制を強化

する。 

 

効果的な研究

成果情報の発

信 

・行政・普及

部門への情報

提供、研究成

果発表会、学

会発表等 

 

・情報提供先別

に効果的な研究

成果の公表方法

を検討 

 

・研究成果公表

方針の作成 

 

・研究計画に公

表 方 法 を 明 記

し、研究実施に

反映 

 

 

 

・公表方針に基づ

き研究成果を公

表 

 

・公表結果の検証

と改善 

 

・公表方針に必要

な改善を加えな

がら研究成果を

公表 

 

・研究成果の性格に応じて、行

政・普及部門、一般都民、事業

者、研究機関等、情報提供先別

に効果的な公表方法を構築す

る。 

・公表方法は、研究成果発表会

や広報紙、マスコミ、イベント、

展示会、技術マニュアル、学術

誌等、創意工夫により多様な手

法を活用する。 

 

 

【３年後の到達目標】 

○ 幅広い都民との情報交換の場の設置や、研究課題の検討体制の再構築により、多様化･高度化する都民や事業者ニ

ーズに一層的確に応える研究課題の設定を図る。 

○ 積極的かつ効果的な研究成果の提供方法を確立し、都民生活や事業者の経営改善に一層貢献する試験研究を推進す

る。 

以上の取り組みにより、都民や事業者ニーズを的確に捉えた研究開発の実施と、研究成果の都民への着実な還元を行。

い、豊かな都民生活や農林業・食品産業の発展への貢献を果たしていく。 

⑤都民や事業者ニーズに応える研究開発の推進 
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